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「東京ガールズコレクション」のPR業務を受託
　日本のファッションが世界で注目される今日「日本のリアル
クローズを世界に」をテーマに、平成17年、国内最大規模の
ファッションイベント「東京ガールズコレクション」が初めて開
催され、今や海外からも注目を浴びる日本が発信する代表的な
大型イベントとなっています。当事業年度（平成24年度）から本
イベントの広報支援を全面的にサポートすることとなりました。
　様々な切り口で広報活動を行
い、TVをはじめ、多数のメディ
アへの露出が実現。国内外に限
らず、海外に向けても情報を発
信し、クライアントから高い評
価を得ました。

「シティプロモーション」のPR業務を受託
　「ゆるキャラ」や「B級グルメ」など、各地方自治体が行うシ
ティプロモーションの一端を新聞やTVで紹介される機会が増
えていますが、平成21年に長崎県から県外PR活動サポート業
務を受託して以来、当社はこの分野に注力してまいりました。他
県の地方自治体からの見学者が多い静岡県浜松市、
「Yokohamaエコ活」として神奈川県横浜市が推進している温
暖化対策PR、長野県茅野市など継続的に受注しています。長野
県茅野市の、首都圏からの観光客数増加を目的としたPR活動に
おいては、蓼科の冬の食材を味わえる「蓼科冬カフェ」を青山に
期間限定オープンし、テレビ東京「ワールドビジネスサテライ
ト」で取り上げられるなど話題作りに貢献いたしました。

映画PR活動専門会社 マンハッタンピープル
　100％子会社である株式会社マンハッタンピープルは、興行
収入や観客動員数が横ばいで推移し、市場が縮小傾向にある映
画業界において、堅実に売上を伸ばしています。
　業界内で高い評価を得ており、話題作や大作映画のパブリシ
ティ業務を委託されることの多い同社は、ミュージカル映画と
して国内歴代最高の興行収入をマークした「レ・ミゼラブル」の
パブリシティ業務を受託し、1,000媒体を超えるメディア露出
と質の高いサービスの提供によって、本
作品への訴求と認知度向上に大いに貢
献いたしました。
　また、話題作のイベントもいくつか受
注いたしました。
　ハリウッドで年間最も稼いだ女優とし
て話題となったクリステン・スチュワー
トの来日キャンペーンでは、レッドカー
ペット・イベントとプレミア・イベントを
同日開催。制作・運営を当社と連携し、グ
ループ間シナジーの効果を発揮しました。

経営理念
顧客とメディアとのコミュニケーション活動を支援し、継続的に
相互の利益と信頼関係を構築し、企業価値向上に寄与します。
コンプライアンスを遵守し、透明性の高い企業活動を通じて 
ステークホルダーより信頼される企業となります。
PR業界のリーディングカンパニーとして、業界の啓発と活性化に
貢献します。
社員の自己実現を可能とする、活力のある企業風土を醸成します。

行動指針
■ メディアとのリレーションを重視し、確固たるものとします。
■ ‌�日々、マスコミの動きやニーズをキャッチし、情報を共有資産と
して顧客のために活用します。

■ ‌�情報発信のスペシャリストとして、顧客から信頼されるベスト
パートナーとなります。

■ ‌�総合PRのプロフェッショナル集団として、顧客ニーズを常に把
握し、創造的アイデアを顧客に提供することで、顧客満足度の向
上を図ります。

■ ‌�就業時間の内外を問わず、法規制・社会的規範・社会通念等のコ
ンプライアンス遵守を重んじ、品位と良識ある行動をとります。

■ ‌�すべての行動に意義と責任を持ち、日々むり・むだ・むらをなく
す改善に努めます。

経営ビジョン
　当社は、新聞、雑誌、Web、テレビ等すべてのパブリシティや危
機管理、メディアトレーニング等を提供する総合PRのプロフェッ
ショナル集団を目指し、顧客とメディアとのコミュニケーション
活動の支援を通して、顧客とメディアから信頼される企業になれ
るよう取り組みを行います。

T o p i c s C o r p o r a t e  P o l i c y  経 営 理 念

共同ピーアールは、2005年３月、PR業界で初めて株式上場を果たし
ました。現在、業界のリーディングカンパニーとして、国内外の企業、
団体のPR活動に携わっています。メディア・リレーションズはもと
より、時代に即したさまざまなPR活動のニーズにお応えします。
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T o p  M e s s a g e   〜 株 主 の 皆 様 へ 〜

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご理解とご支援を賜り、
厚くお礼申し上げます。
　当社グループの第49期（平成24年12月期）連結業績の概況をご報告申し
上げます。

　一昨年の不祥事の影響を最小限に止めるべく、新経営体制の下、企業風
土の改革、コンプライアンス体制の強化を図るとともに、新規クライアン
トの獲得及び既存クライアントへの高付加価値サービスの訴求を行って
まいりました。
　当期におけるPR業界は、業種や事業規模を問わず、多くの企業、団体、行
政機関等からのPR活動に対する認知、評価は高まっているものの、不安定
な経済環境の中においては、企業が事業の縮小や予算の見直しを行い、そ
れに伴って広報やマーケティングに対する予算は抑制される傾向にあり、
依然厳しい状況の中での事業展開となりました。
　具体的な取り組み内容として、政府機関からのPR案件につきましては、
環境省から継続的に受注するとともに、農林水産省からは５回目となるイ
ンターナショナルボストンシーフードショーのPR業務を受注いたしまし
た。地方自治体の国内PR活動につきましては、長崎県・浜松市・横浜市・長
野県茅野市・新潟県観光協会からは継続して受注しており、平成24年４月
には、岐阜県の観光PRを委託されたほか、多数の地方自治体からも業務の
委託、業務についての説明のご依頼を受けており、契約を拡大している状
況です。
　国内子会社においては、組織運営の一元化を目的に、平成24年７月１日、
共和ピー・アール株式会社が、株式会社共同PRメディックスを吸収合併し、
効率的な営業活動を通し売上を伸ばしました。映画のPR活動を専門とす
る株式会社マンハッタンピープルは、専門性を武器に新しい受注形態を開
拓いたしました。これが奏功し、業界内にてさらなる信用を得ることに
よって評価も高まり、売上増に結び付けております。
　一方、海外につきましては、中国・欧州でのPR業務受託の強化に努めま
した。中国の共同拓信公関顧問（上海）有限公司が、PR案件の獲得と事業基
盤の整備に努めており、日本企業のPR活動に加えて、行政機関からの業務
を順調に受託しましたが、日中関係の悪化により、PR活動やイベントを自
粛せざるを得ず、厳しい環境下での事業展開となりました。
　今後につきましては、多種多様化する顧客ニーズに対応すべく専門性の
高い部門のさらなる強化を図り、より質の高いサービスを顧客に提供する
ことによって新規顧客の獲得率の向上を目指して営業活動を積極的に
行ってまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後も倍旧のご支援を賜りますよう、何
卒よろしくお願い申し上げます。

代表取締役
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連 結 業 績 ハ イ ラ イト

（単位：百万円）

科　目 当期
平成24年12月31日 売上高比率 前期

平成23年12月31日 売上高比率 増減率

売上高 4,256 100.0％ 4,328 100.0％ 98.3％

売上総利益 2,563 60.2％ 2,708 62.6％ 94.7％

販売費・一般管理費 2,455 57.7％ 2,540 58.7％ 96.7％

うち、人件費 1,979 46.5％ 2,050 47.4％ 96.5％

営業利益 108 2.5％ 168 3.9％ 64.4％

経常利益 114 2.7％ 171 4.0％ 66.7％

当期純利益 18 0.4％ 57 1.3％ 32.8％

連結・EPS 15.27円 46.26円 ――

１株当たり配当金 30.00円 30.00円 ――

H22

2,776

H22

75

H22
5

H22

25

H23

2,708
△2.5%

H23

168

H23

171

H23

57

H24

2,563
△5.3%

H24

108

H24

114

H24

18

■売上総利益／営業損益／経常損益／当期純損益 単位：百万円

◉経常損益 ◉当期純損益

◉売上総利益 ◉営業損益
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製造
（食品、繊維、
木・紙関連）
6.7%

製造
（化学、素材、
機械器具）
21.3%

通信、
情報サービス
18.8%

運輸3.2%

エネルギー
0.4%卸、小売

12.3%
金融1.6%

飲食、
宿泊業3.9%

自治体、
公共機関、
教育関連18.1%

サービス業9.9%

医療、福祉0.2% 建設、不動産3.6%

■リテイナー業種別売上構成（単体）

■PR事業の業務区分
業務区分 内　容

リテイナー

企業等の広報活動を6ヶ月以上の契約をもっ
て支援及びコンサルティングしていくもので
あります。PR戦略の策定からパブリシティ（記
事化）業務、不祥事発生時の危機管理広報対応
支援等幅広いサービスを行っております。

オプショナル リテイナー契約顧客に対する一時的な付加
サービスを言います。

スポット

企業等の6ヶ月未満の広報活動支援を言いま
す。ニュースリリースの作成・配信などのパブ
リシティ活動から、展示会や美術展等の開催告
知目的のPR活動、記者発表会の企画・運営等ま
で各種のニーズに対応いたします。

ペイドパブリシティ
新聞や雑誌等の特定のページを購入して、顧客
の意図する内容を記事形式で掲載していく手
法を言います。

2,328

1,818

456
4,603

H22

△55.7%

△1.3%

＋0.1% 2,331

1,794

202
4,328

H23

＋25.9%

＋3.1%

△7.7% 2,151

1,850

254
4,256

H24

■業務区分別売上高
単位：百万円

ペイドパブリシティ

オプショナル＆スポット

リテイナー

H21

297

27
324

H22

274

25
299

H23

269

22
291

H24

236

28
264

■部門別スタッフの推移 単位：人
管理部門
業務部門
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A b o u t  K Y O D O  P R 　 ～ 共 同 ピ ー ア ー ル に つ い て ～

　当社は国内外において、企業、官公庁をはじめとするさまざまなお客様に対してPR活動支援を
行っております。PR活動の「ピーアール：PR」とは「パブリック・リレーションズ：Public Relations」
の略であります。それは、企業等がパブリック（公衆・公共）である一般社会と良好な関係を構築し、
維持していくための活動の総称であり、企業等では広報活動として行われております。
　一般に「PR会社」は「広告会社」と混同されがちですが全く異なります。「広告会社」はマスメディアの
広告スペース（または時間）を仕入れて広告主である企業等に売ることにより利益を上げるビジネスで
あります。これに対し「PR会社」は、お客様である企業等の情報をマスコミの編集や制作部門（記者など）
に紹介して取材を誘致し、そして報道及び記事掲載につなげていくことで、信頼性の高いマスコミを通
じた形で社会への情報伝達を図ろうとする一連の活動を提供することをビジネスとしております。
　共同ピーアールと国内外の連結子会社３社（共和ピー・アール株式会社、株式会社マンハッタン
ピープル、及び共同拓信公関顧問（上海）有限公司）からなる当社グループは、40年以上にわたって
培ってきたPR業務に関するノウハウを駆使して、これからもお客様の広報活動を支援し、事業目
的の達成に貢献してまいります。

独自の広報活動

ク
ラ
イ
ア
ン
ト（
企
業
・
団
体
）

記
事
掲
載
・
報
道

一般
大
衆
・
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
各
種
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

マ
ス
コ
ミ（
新
聞.
雑
誌.
テ
レ
ビ.
ラ
ジ
オ.
W
e
b
サ
イ
ト)

ニ
ュ
ー
ス
リ
リ
ー
ス
配
布.
理
解
促
進

記
者
発
表
会
へ
の
誘
致.
取
材
プ
ロ
モ
ー
ト

当社グループ

マスコミでの報道が及ぼすクライアントへの影響
認知.評価.購買.投資.融資.入社.社員の士気高揚など

（本社／東京）
共同ピーアール株式会社

（支社）
名古屋支社

（国内連結子会社）
共和ピー.アール株式会社
株式会社マンハッタンピープル
（海外連結子会社）

共同拓信公関顧問（上海）有限公司

納品発注
発注 発注

提　案

発　注
提　案

広告
代理店

仕入先.外注先

契約
PR業務の提供

（広報活動支援・コンサルティング）

■ 事 業 の 概 要
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現代のＰＲ活動は、多様化、専門化の傾向にあります。
私たち共同ピーアールは、多様化するクライアントからのニーズに応えるべく、専任の担当者のほかに
各専門チームが案件ごとに協力し、最適なソリューションをクライアントに提供していきます。

一般的なＩＲ活動はもとよりＩＰＯ（株式公開）を
目指す企業に対してＰＲ活動のサポートや
ニュース性のあるユニークな投資家向け説明会
などＰＲ会社ならではの視点でＩＲ活動を提案、
実施します。

放送局やテレビ制作会社との緊密な関係に基づ
き、番組や番組内コーナーの提案、取材誘致など
を実施します。

記者発表会やイベントなどの映像の放映促進を
目的に、当社で撮影・編集した映像を、テレビ番組
やＷｅｂの映像ポータルサイト向けに配信します。

クライアントのＷｅｂサイトへのアクセス増の活
動はもとより、商品キャンペーンやイベント情報
が、各種の情報サイトで掲載されるように活動し
ます。

企業ブランドを守るためのＰＲ活動のコンサル
テーション及びダメージコントロールを行います。
またリスクを想定したシミュレーション・トレーニ
ングも実施しています。

独自の指標によりＰＲ活動における記事や放映
番組を分析し、ＰＲ活動の効果測定を行っていま
す。パブリシティ効果を検証することで、よりレベ
ルの高いＰＲ活動が可能になります。

■ 私 た ち が 提 供 す る サ ー ビ ス

メディア・
リレーションズ 新聞 雑誌 テレビ ラジオ Ｗｅｂ

IR
（株主・投資家

向け広報）

テレビ
パブリシティ事業

映像配信事業

Ｗｅｂ
リレーションズ

危機管理ＰＲ

報道分析事業

企業や団体の広報（ＰＲ）担当者や広報の仕事に
従事したい方向けの実践的な広報専門家の育成
機関です。また、時代に即したテーマで短期的な
コースも設定しています。

日本企業の海外での広報活動を支援するために
外国人スタッフ、バイリンガルスタッフを有し、世
界の主要メディアでのパブリシティ活動を行い
ます。

Ｗｅｂ・展示会ブース・社内報・会社案内・各種パ
ンフレット・広告原稿・グラフィックデザイン・映
像関連の制作を行います。

イベント自体にニュース性を持たせ、新聞・テレビ
などで取り上げられるようなイベントの企画・制
作・運営を行います。

それぞれの企業に適した臨場感のあるタイアッ
プ広告や企業広告など、ＰＲ会社の特性を生か
した企画・制作を行います。

従業員のモチベーション向上や社長・幹部クラス
から従業員へメッセージを伝える社内報、社内ビ
デオなど、緊密な社内コミュニケーション全般を
お手伝いします。

広報の学校

インターナショナル
ＰＲ事業

クリエイティブ
ワーク

ＰＲイベント

広告・編集
タイアップ・

アドバトリアル

インターナル
コミュニケーション
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Check Point
　当期末における流動資産は1,388百万円となり、前期末に比べ46
百万円減少いたしました。これは主に、現金及び預金の増加８百万
円及び未収入金の増加５百万円等があったものの、受取手形及び売
掛金の減少７百万円及び未成業務支出金の減少53百万円等によるも
のです。固定資産は496百万円となり、前期末に比べ128百万円減
少いたしました。これは主に、不動産売却等による有形固定資産の
減少39百万円、ソフトウェアの償却等による無形固定資産の減少
６百万円、保険積立金の減少51百万円等による投資その他の資産の
減少81百万円等によるものです。
　この結果、総資産は1,884百万円となり、前期末に比べ175百万
円減少いたしました。

連 結 財 務 諸 表

■連結貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

科　目 当期末
平成24年12月31日現在

前期末
平成23年12月31日現在

資
産
の
部

流動資産 1,388 1,434

固定資産 496 624

繰延資産 ― 0

資産合計 1,884 2,059

負
債
の
部

流動負債 615 734

固定負債 203 244

負債合計 819 978

純
資
産
の
部

資本金 419 419

資本剰余金 360 360

利益剰余金 289 307

自己株式 △16 △10

株主資本合計 1,053 1,077

その他有価証券評価差額金 8 1

為替換算調整勘定 2 1

その他の包括利益累計額合計 11 2

純資産合計 1,065 1,080

負債純資産合計 1,884 2,059

Check Point
　当期末における流動負債は615百万円となり、前期末に比べ119
百万円減少いたしました。これは主に、前受金の増加11百万円があっ
たものの、支払手形及び買掛金の減少60百万円、未払法人税等の減
少73百万円等によるものです。固定負債は203百万円となり、前期
末に比べ40百万円減少いたしました。これは主に、退職給付引当金
の減少28百万円等によるものです。
　この結果、負債合計は819百万円となり、前期末に比べ159百万
円減少いたしました。

Check Point
　当期末における純資産は1,065百万円となり、前期末に比べ15
百万円減少いたしました。これは主に、その他有価証券評価差額金
が７百万円増加したものの、利益剰余金の減少18百万円等によるも
のです。
　この結果、自己資本比率は56.5％となりました。

H24H23H22H21

2,004 2,118 2,059 1,884

1,048 1,060 1,080 1,065

52.3 50.1 52.5

56.5

■総資産／■純資産／■自己資本比率
単位：％単位：百万円

07 第 4 9期事業報告書



■連結損益計算書（要旨） （単位：百万円）

科　目
当期

自　平成24年 1 月 1 日
至　平成24年12月31日

前期
自　平成23年 1 月 1 日
至　平成23年12月31日

売上高 4,256 4,328

売上原価 1,692 1,620

売上総利益 2,563 2,708

販売費及び一般管理費 2,455 2,540

営業利益 108 168

営業外収益 8 9

営業外費用 2 6

経常利益 114 171

特別利益 0 ―

特別損失 56 9

税金等調整前当期純利益 57 161

法人税、住民税及び事業税 3 83

過年度法人税等 ― 2

法人税等調整額 35 18

当期純利益 18 57

■連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）（単位：百万円）

科　目
当期

自　平成24年 1 月 1 日
至　平成24年12月31日

前期
自　平成23年 1 月 1 日
至　平成23年12月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー △20 33

投資活動によるキャッシュ・フロー 52 44

財務活動によるキャッシュ・フロー △35 △99

現金及び現金同等物の期末残高 514 516

Check Point
　当期の売上高は、前期比72百万円（1.7％）減の4,256百万円
となりました。会社別で比較いたしますと、共和ピー・アールと
マンハッタンピープルは前期実績を上回ったものの、共同ピー
アール及び中国の共同拓信は前期比減収となっています。
　減収の主な要因は、クライアントの経費引き締め傾向が続き単
価が下落したこと、及びリテイナーの新規顧客獲得数が減少した
ことによります。
　なお、組織運営の一元化を目的に、平成24年７月１日、共和
ピー・アール株式会社は株式会社共同PRメディックスを吸収合
併しております。

Check Point
　売上総利益は、前期比144百万円（5.3％）減の2,563百万
円となりました。利益率の高いリテイナーの原価率が上昇し
たことが主な要因です。この結果、売上高総利益率は、2.4ポ
イント減少し、60.2％となりました。

Check Point
　販売費及び一般管理費は、人件費見直しによるコスト削減
に加えて、人員が減少したこと等により、前期比84百万円

（3.3％）減の2,455百万円となりました。

Check Point
　当期における現金及び現金同等物は、前期末に比べ２百万
円減少し、514百万円となりました。
　営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の減少
53百万円、売上債権の減少７百万円等による資金の増加が
あったものの、仕入債務の減少61百万円等により20百万円
の支出、投資活動によるキャッシュ・フローは、保険積立金
の解約による収入56百万円等により52百万円の収入、財務
活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払による支出
36百万円により35百万円の支出となりました。
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■貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

科　目 当期末
平成24年12月31日現在

前期末
平成23年12月31日現在

資
産
の
部

流動資産 1,143 1,229

固定資産 556 685

資産合計 1,699 1,914

負
債
の
部

流動負債 521 665

固定負債 192 233

負債合計 714 898

純
資
産
の
部

資本金 419 419

資本剰余金 360 360

利益剰余金 212 244

自己株式 △16 △10

株主資本合計 976 1,014

評価・換算差額等合計 8 1

純資産合計 985 1,016

負債純資産合計 1,699 1,914

■損益計算書（要旨） （単位：百万円）

科　目
当期

自　平成24年 1 月 1 日
至　平成24年12月31日

前期
自　平成23年 1 月 1 日
至　平成23年12月31日

売上高 3,780 3,877

売上原価 1,540 1,477

売上総利益 2,239 2,399

販売費及び一般管理費 2,149 2,249

営業利益 90 150

営業外収益 8 7

営業外費用 2 5

経常利益 95 152

特別利益 0 ―

特別損失 56 9

税引前当期純利益 39 143

法人税等調整額 34 15

当期純利益 4 46

単 体 財 務 諸 表
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株主名 持株数 持株比率
大橋 榮 260,000株 21.1％

（株）テクノグローバル研究所 200,000株 16.3％

（株）アサツーディ・ケイ 82,000株 6.7％

共Pグループ従業員持株会 61,600株 5.0％

鈴木 泰弘 39,100株 3.2％

薄井 二郎 36,800株 3.0％

椎野 育太 34,000株 2.8％

佐藤 友亮 26,200株 2.1％

上村 巍 17,700株 1.4％

大木 佑輔 17,400株 1.4％
（注）‌�持株比率は自己株式（30,293株）を控除して計算しております。

また、自己株式につきましては、上記の表から除外しております。

■ 社名／共同ピーアール株式会社（証券コード：2436）
　 　　　KYODO PUBLIC RELATIONS CO., LTD.
■ 住所／東京都中央区銀座7-2-22（〒104-8158）
■ 電話／03-3571-5171（代）
■ FAX／03-3571-8171
■ E-mail／info@kyodo-pr.co.jp
■ 創業／1964年（昭和39年）11月
■ 資本金／4億1,990万円
■ 従業員／264名（連結）

◎発行可能株式総数 5,040,000株

◎発行済株式の総数 1,260,000株

◎株主数 988名

代 表 取 締 役 上村　巍
取 締 役 副 社 長 篠崎　良一
取 締 役 安口　正浩
取 締 役 信澤　勝之
取 締 役 足立　荒男
取 締 役 本荘　修二
取 締 役 明石　一秀
常 勤 監 査 役 越智　大藏
監 査 役 佐伯　一郎
監 査 役 行本　憲治
※1. ‌�取締役のうち、足立荒男、本荘修二及び明石一秀の3氏は、会社

法第2条第15号に定める社外取締役であります。
　2. ‌�監査役のうち、佐伯一郎及び行本憲治の2氏は、会社法第2条

第16号に定める社外監査役であります。
　3. ‌�社外取締役である足立荒男、本荘修二及び明石一秀の3氏は、

株式会社大阪証券取引所の規定する独立役員であります。

個人・その他
68.7%

事業会社・
その他の法人
26.6%

金融機関0.9%
証券会社1.1%自己名義株式

2.4%

外国人
0.3%

会社の概要（平成24年12月31日現在）

株式の状況（平成24年12月31日現在）

取締役及び監査役（平成25年3月28日現在）

所有者別株式分布状況（平成24年12月31日現在）大株主（平成24年12月31日現在）
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株式情報

事業年度 毎年1月1日から12月31日まで

期末配当金受領株主
確定日 12月31日

中間配当金受領株主
確定日 6月30日

定時株主総会 毎年3月

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

株主名簿管理人連絡先
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
電話0120-782-031（フリーダイヤル）

上場証券取引所 大阪証券取引所 JASDAQ（スタンダード）

公告方法

電子公告により、
当社ホームページ（http://www.kyodo-pr.co.jp）に
掲載いたします。
なお、やむを得ない事由により、電子公告によること
ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

〒104-8158 東京都中央区銀座7-2-22
Tel.03-3571-5171（代） Fax.03-3571-8171
http://www.kyodo-pr.co.jp

S T O C K  I N F O R M A T I O N

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。

当社では、株主の皆様の声をお聞かせいただくため、アンケートを
実施いたします。お手数ではございますが、
アンケートへのご協力をお願いいたします。

株主の皆様の声をお聞かせください

ご回答いただいた方の中から
抽選で薄謝（図書カード500円）
を進呈させていただきます

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入）
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。

空メールによりURL自動返信

いいかぶ 検索検索

●アンケートのお問い合わせ 
  「e -株主リサーチ事務局」

TEL： 03-5777-3900（平日 10：00～17：30）
MAIL：info@e-kabunushi.com

●アンケート実施期間は、本書がお手元に
到着してから約2ヶ月間です。

http://ｗｗｗ.e-kabunushi.com
アクセスコード　2436

※本アンケートは、株式会社 a2media（エー・ツー・メディア）の提供する「e-
株主リサーチ」サービスにより実施いたします。（株式会社 a2mediaについて
の詳細 http://www.a2media.co.jp） ※ご回答内容は統計資料としてのみ
使用させていただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用することはあり
ません。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。


